
税
務
上
の

手
続
き

⑴　

給
与
に
関
す
る
手
続
き

①　

源
泉
所
得
税
・
特
別
徴
収
税
額

（
住
民
税
）
の
計
算

・・
源
泉
所
得
税
の
計
算

　

最
終
給
与
で
は　

日
割
と
な
る
手
当

や
退
職
精
算
な
ど
通
常
月
に
は
な
い
項

目
が
あ
り
ま
す
。

　

社
会
保
険
料
は
、
控
除
額
が
通
常
月

と
違
う
ケ
ー
ス
が
あ
り
ま
す
。
き
ち
ん

と
税
額
に
反
映
さ
れ
て
い
る
か
確
認
し

ま
し
ょ
う
。

　

定
期
代
の
精
算
に
つ
い
て
は
、
も
と

も
と
非
課
税
支
給
の
た
め
、
精
算
金
を

課
税
支
給
額
か
ら
控
除
し
な
い
よ
う
注

意
し
ま
す
。

　

休
業
手
当
・
解
雇
予
告
手
当
の
支
払

い
が
あ
っ
た
場
合
、
休
業
手
当
は
通
常

の
給
与
と
同
様
に
計
算
し
ま
す
。
解
雇

予
告
手
当
は
退
職
所
得
に
な
る
の
で
、

給
与
に
は
含
め
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
12
月
中
に
支
給
期
の
到
来
す

る
給
与
の
支
払
い
を
受
け
た
後
に
退
職

す
る
場
合
に
は
、
年
末
調
整
を
行
な
い

ま
す
。

　

退
職
後
に
賞
与
の
支
払
い
が
あ
る
場

合
は
、
退
職
時
点
で
「
扶
養
控
除
等
申

告
書
」
の
効
力
は
切
れ
る
の
で
、
原
則

と
し
て
源
泉
徴
収
税
額
表
の
「
乙
欄
」

を
適
用
し
て
源
泉
徴
収
し
ま
す
。
た
だ

し
、
支
払
い
が
退
職
の
同
年
中
で
退
職

者
が
他
の
支
払
い
者
に
扶
養
控
除
等
申

告
書
を
提
出
し
て
い
な
い
こ
と
が
明
ら

か
で
あ
る
場
合
に
は
、
甲
欄
を
適
用
し

て
差
し
支
え
な
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

・・
特
別
徴
収
税
額
（
住
民
税
）
の
計
算

　

最
終
の
給
与
か
ら
徴
収
す
べ
き
住
民

税
は
、
退
職
の
時
期
に
よ
り
異
な
る
の

で
注
意
が
必
要
で
す
。

　

１
月
〜
４
月
に
退
職
し
た
場
合
、
毎

月
納
付
分
に
加
え
て
、
５
月
ま
で
の
残

り
の
未
徴
収
税
額
を
、一
括
徴
収
し
ま
す
。

　

５
月
に
退
職
し
た
場
合
、
５
月
分
を

徴
収
す
れ
ば
未
徴
収
税
額
は
生
じ
ず
、

毎
月
分
の
徴
収
で
足
り
ま
す
。

　

６
月
〜
12
月
に
退
職
し
た
場
合
、
原

則
と
し
て
普
通
徴
収
に
切
り
替
わ
り
ま

す
が
、退
職
者
か
ら
の
申
出
が
あ
れ
ば
、

未
徴
収
税
額
を
一
括
徴
収
す
る
こ
と
も

で
き
ま
す
。

②　

源
泉
徴
収
票
の
作
成
・
交
付

　

前
述
の
給
与
計
算
が
終
わ
っ
た
ら
、

源
泉
徴
収
票
を
作
成
し
て
本
人
に
交
付

し
ま
す
。

③　

給
与
所
得
者
異
動
届
の
提
出

　

退
職
月
の
翌
月
10
日
ま
で
に
「
特
別

徴
収
に
係
る
給
与
所
得
者
異
動
届
出

社
員
が
退
職
す
る
際
は
︑
税
務
上
︑
労
働
保
険
・
社

会
保
険
上
の
手
続
き
が
必
要
で
す
︒
た
ま
に
し
か
発

生
し
な
い
た
め
忘
れ
が
ち
で
す
が
︑
手
続
き
を
ス
ム

ー
ズ
に
進
め
る
た
め
の
ポ
イ
ン
ト
を
解
説
し
ま
す
︒

オ
フ
ィ
ス
ア
ズ

税
理
士
・
社
会
保
険
労
務
士

東

富

士

子
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書
」
を
作
成
し
、
区
市
町
村
に
提
出
し

ま
す
。

④　

法
定
調
書
・
給
与
支
払
報
告
書
の

提
出
（
翌
年
１
月
）

　

退
職
者
に
つ
い
て
も
、
そ
の
年
中
の

支
払
い
が
一
定
額
を
超
え
る
場
合
は
、

翌
年
１
月
に
法
定
調
書
合
計
表
と
と
も

に
源
泉
徴
収
票
を
税
務
署
に
、
給
与
支

払
報
告
書
を
住
所
地
の
区
市
町
村
に
提

出
し
ま
す
。

　

法
定
調
書
・
給
与
支
払
報
告
書
の
提

出
範
囲
は
図
表
１
の
と
お
り
で
す
。

⑵　

退
職
金
に
関
す
る
手
続
き

①　

退
職
所
得
の
受
給
に
関
す
る
申
告

書
の
受
理

　

退
職
所
得
は
、
給
与
や
他
の
所
得
よ

り
有
利
な
計
算
方
法
で
課
税
が
行
な
わ

れ
ま
す
。

　

受
給
者
か
ら
「
退
職
所
得
の
受
給
に

関
す
る
申
告
書
」
の
提
出
を
受
け
る
こ

と
に
よ
り
、
退
職
所
得
本
来
の
有
利
な

計
算
方
法
で
所
得
税
の
源
泉
徴
収
と
住

民
税
の
特
別
徴
収
を
行
な
い
、
課
税
を

完
結
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

な
お
、
退
職
所
得
の
受
給
に
関
す
る

申
告
書
は
、
会
社
で
保
管
し
ま
す
。

②　

退
職
所
得
と
源
泉
徴
収
税
額
・
特

別
徴
収
税
額
の
計
算

　

退
職
金
か
ら
退
職
所
得
控
除
額
を
引

い
た
残
額
の
２
分
の
１
が
退
職
所
得
に

な
り
ま
す
（
図
表
２
）。

　

退
職
所
得
控
除
額
の
計
算
は
図
表
３

の
と
お
り
で
す
。
勤
続
年
数
に
１
年
未

満
の
端
数
が
あ
る
場
合
は
、
１
年
に
切

り
上
げ
ま
す
。
障
害
者
に
な
っ
た
こ
と

に
直
接
基
因
し
て
退
職
し
た
場
合
は
、

退
職
所
得
控
除
額
に
１
０
０
万
円
を
加

算
し
ま
す
。

　

な
お
、
４
年
以
内
に
退
職
金
を
受
け

た
こ
と
が
あ
る
場
合
な
ど
は
、
退
職
所

得
控
除
額
の
計
算
が
変
わ
り
ま
す
の
で

注
意
が
必
要
で
す
。

　

所
得
税
は
、
前
記
の
方
法
で
計
算
し

た
課
税
退
職
所
得（
千
円
未
満
切
捨
て
）

を
速
算
表
（
図
表
４
）
に
当
て
は
め
て

計
算
し
ま
す
。

　

住
民
税
は
一
律
10
％
で
す
。
な
お
、

退
職
所
得
の
受
給
に
関
す
る
申
告
書
を

提
出
し
な
い
場
合
、
退
職
金
の
総
支
給

額
の
20
・
42
％
を
源
泉
徴
収
し
ま
す
。

③　

退
職
所
得
の
源
泉
徴
収
票
・
特
別

徴
収
票
の
交
付

　

退
職
後
、
１
か
月
以
内
に
作
成
し
て

本
人
に
交
付
し
ま
す
。

　

退
職
者
が
役
員
の
場
合
、
所
轄
税
務

署
お
よ
び
１
月
１
日
現
在
の
住
所
地
の

区
市
町
村
に
も
提
出
が
必
要
で
す
。

雇
用
保
険
の 

手
続
き

⑴　

離
職
理
由
の
確
認

　

雇
用
保
険
の
離
職
証
明
書
に
記
載
さ

れ
た
離
職
事
由
に
よ
り
、
受
給
ま
で
の

給
付
制
限
の
有
無
や
受
給
で
き
る
日
数

が
決
ま
り
ま
す
。

　

ト
ラ
ブ
ル
を
避
け
る
た
め
、
自
己
都

合
退
職
の
場
合
は
必
ず
退
職
届
を
提
出

し
て
も
ら
う
と
と
も
に
、
特
別
な
事
情

に
よ
る
場
合
は
そ
の
確
認
書
類
を
準
備

し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

　

離
職
理
由
欄
は
在
職
中
に
記
入
し
、

本
人
確
認
欄
の
署
名
（
ま
た
は
記
名
押

印
）
を
と
っ
て
お
く
の
が
望
ま
し
い
で

し
ょ
う
。

⑵　

資
格
喪
失
届
・
離
職
証
明
書
の
作

成

　

資
格
喪
失
届
の
用
紙
は
資
格
取
得
時

に
交
付
さ
れ
る
被
保
険
者
名
や
被
保
険

者
番
号
な
ど
が
印
字
さ
れ
た
「
資
格
喪

失
届
・
氏
名
変
更
届
」（
様
式
４
号
）

を
使
用
し
ま
す
。

　

離
職
証
明
書
（
次
㌻
図
表
５
）
は
原

則
と
し
て
受
給
の
有
無
に
関
わ
ら
ず
交

付
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
た
め
、
通

常
、
資
格
喪
失
届
と
離
職
票
の
交
付
手

続
き
は
同
時
に
行
な
い
ま
す
。

　

離
職
票
の
用
紙
は
Ａ
３
版
の
３
枚
複

写
の
専
用
用
紙
に
な
っ
て
お
り
、
１
枚

目
が
離
職
証
明
書
（
事
業
主
控
）、
２

枚
目
が
離
職
証
明
書（
安
定
所
提
出
用
）、

３
枚
目
が
退
職
者
に
交
付
す
る
離
職
票

―
２
で
す
。

　

提
出
の
際
は
記
載
内
容
の
確
認
資
料

図表１　法定調書・給与支払報告書の提出範囲
区　分 提出範囲

源泉徴収票
役員

年末調整した 150万円超
年末調整せず 50万円超

役員以外
年末調整した 500万円超
年末調整せず 250万円超

給与支払報告書 － 30万円超

図表３　退職所得控除額の計算方法
勤続年数 退職所得控除額

20年以下の場合 40万円×勤続年数（80万円未満の場合は80万円）
20年を超える場合 800万円＋70万円×（勤続年数−20年）

図表２　退職所得の計算方法

退職所得 （退職金額−退職所得控除額）× １ 
２

図表４　退職所得の源泉徴収税額の速算表
税額＝｛（A）×（B）－（C）｝×102.1％

課税退職所得金額（A） 税率（B） 速算控除額（C）
195万円以下 5 ％ 0円
195万円超 330万円以下 10％ 97,500円
330万円超 695万円以下 20％ 427,500円
695万円超 900万円以下 23％ 636,000円
900万円超 1,800万円以下 33％ 1,536,000円
1,800万円超 4,000万円以下 40％ 2,796,000円
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と
し
て
賃
金
台
帳
と
出
勤
簿
の
提
示
が

必
要
で
す
。

　

ま
た
、
修
正
が
必
要
と
な
っ
た
場
合

に
、
そ
の
場
で
対
応
で
き
る
よ
う
に
、

２
枚
目
欄
外
に
は
必
ず
捨
印
を
し
て
お

き
ま
し
ょ
う
。

従
業
員
の
た
め
の 

雇
用
保
険
の
ポ
イ
ン
ト

　

離
職
証
明
書
作
成
の
ポ
イ
ン
ト
を
理

解
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

⑴　

受
給
資
格

　

離
職
の
日
以
前
２
年
間
に
被
保
険
者

期
間
（
賃
金
の
支
払
い
の
基
礎
日
数
が

11
日
以
上
あ
る
月
、
ま
た
は
賃
金
支
払

い
の
基
礎
と
な
っ
た
労
働
時
間
が
80
時

間
以
上
あ
る
月
）
が
12
か
月
以
上
あ
る

こ
と
が
条
件
で
す
。

　

た
だ
し
特
定
受
給

資
格
者
（
倒
産
・
解

雇
等
に
よ
る
離
職
者
）

や
特
定
理
由
離
職
者

（
正
当
な
理
由
の
あ

る
自
己
都
合
に
よ
る

離
職
者
）
に
つ
い
て

は
離
職
の
日
以
前
１

年
間
に
６
か
月
以
上

被
保
険
者
期
間
が
あ

れ
ば
給
付
を
受
け
ら

れ
ま
す
。

⑵　

受
給
期
間

　

原
則
と
し
て
、
離

職
の
日
の
翌
日
か
ら

起
算
し
て
１
年
間
が
受
給
期
間
で
す
。

こ
の
期
間
を
過
ぎ
る
と
、
所
定
給
付
日

数
が
残
っ
て
い
て
も
給
付
が
打
ち
切
ら

れ
ま
す
。

⑶　

受
給
開
始

　

離
職
票
等
必
要
書
類
を
持
参
し
て
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
で
受
給
の
た
め
の
最
初
の

手
続
き（
求
職
の
申
し
込
み
を
し
た
日
）

か
ら
７
日
の
待
期
期
間
を
満
了
し
た
翌

日
か
ら
給
付
が
始
ま
り
ま
す
。
た
だ
し

一
般
の
受
給
資
格
者
（
特
定
受
給
資
格

者
ま
た
は
特
定
理
由
離
職
者
以
外
の
人
）

は
そ
こ
か
ら
さ
ら
に
３
か
月
の
給
付
制

限
期
間
が
お
か
れ
ま
す
。

　

２
０
２
０
年
10
月
１
日
以
後
の
退
職

の
場
合
は
、
正
当
な
理
由
の
な
い
自
己

都
合
退
職
の
場
合
で
あ
っ
て
も
５
年
間

に
２
回
ま
で
は
給
付
制
限
期
間
が
２
か

月
に
な
り
ま
す
。

⑷　

基
本
手
当
日
額
と
給
付
日
数

　

給
付
が
始
ま
る
と
、
４
週
間
ご
と
に

基
本
手
当
日
額
×
失
業
し
て
い

た
日
数
分
の
基
本
手
当
が
支
払

わ
れ
ま
す
。

　

基
本
手
当
の
日
額
は
離
職
の

日
の
直
前
６
か
月
間
に
支
払
わ

れ
た
賃
金
額
の
80
％
〜
45
％

で
、
年
齢
に
よ
り
上
限
額
が
あ

り
ま
す
（
図
表
６
）。
ま
た
、

図表５　離職証明書サンプル

１２３４ ５６７８９０ ０
△△

アズマ　キョウコ

９９９９

（株）東京保険

（株）東京保険
代表取締役　東京太郎

112-0004

03-3512-1670

9 30 31 10 10 未計算21

8 31 299 30 9 10 20 30 300,00021

10 31 2911 30 10 11 20 30 300,00021

11 10 20 31 300,00021

０００００１ ０
10

03

10 31

1234

帰郷のため本人の
署名・押印とれず

5678

30東

千代田区九段南1-2-1

千代田区九段南1-2-1

文京区後楽1-9-20

京子
令和

事業主
事業主

事業主

令和

支�払基礎日数⑨⑪：月給制の場合、その期間内の暦日（欠勤による減額がない場合）を、日給制や時給
制の場合は支払いの基礎となった日で、有給休暇や休業手当の対象となった日を含みます。基本手当
を受給するためには⑨欄の日数が11日以上の月（または2020年８月１日以降の離職の場合、賃金支払
いの基礎となった労働時間が80時間以上ある月）が12か月（特定受給資格者等は６か月）以上あるこ
とが必要です。１枚で欄が足りないときは続きを「続紙」に記入します。

賃�金額⑫：非課税の通勤手当も雇用保険では賃金に含めます。６か月の定期代等は月割にして各月に記
入します。

署名・押印⑮：本人確認署名・押印がとれないときはその理由を記入し、事業主印を押します。

図表６　基本手当日額の上限額

離職時の年齢 上限額

29歳以下 6,850円

30〜44歳 7,605円

45〜59歳 8,370円

60〜64歳 7,186円
※毎年８月１日に改定
　下限額は全年齢2,059円
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基
本
手
当
が
給
付
さ
れ
る
限
度
日
数

（
所
定
給
付
日
数
）
は
離
職
理
由
と
年

齢
に
よ
り
異
な
り
ま
す
（
図
表
７
）。

　

な
お
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
ィ
ル
ス
感
染

症
の
影
響
で
離
職
し
た
場
合
に
は
、
特

定
理
由
退
職
者
ま
た
は
特
定
受
給
資
格

者
と
な
る
ほ
か
、
給
付
日
数
が
延
長
さ

れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

社
会
保
険
の 

手
続
き

⑴　

最
終
給
与
か
ら
の
保
険
料
の
徴
収

　

社
会
保
険
料
は
、
月
末
日
の
加
入
制

度
で
決
ま
る
た
め
、
月
末
よ
り
１
日
で

も
早
く
退
職
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
月

分
の
社
会
保
険
料
は
か
か
り
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
給
与
か
ら
控
除
す
る
社
会
保

険
料
は
原
則
と
し
て
給
与
支
給
月
の
前

月
分
で
す
。

　

そ
の
た
め
、
給
与
の
締
切
日
と
支
払

日
、退
職
日
が
月
末
か
ど
う
か
に
よ
り
、

最
終
給
与
か
ら
控
除
す
る
社
会
保
険
料

に
違
い
が
生
じ
る
の
で
注
意
が
必
要
で

す
（
図
表
８
）。

　

な
お
、退
職
月
の
賞
与
に
つ
い
て
は
、

月
末
に
退
職
す
る
場
合
を
除
き
、
社
会

保
険
料
の
控
除
は
行
な
い
ま
せ
ん
。

⑵　

資
格
喪
失
届
提
出

　

退
職
時
に
健
康
保
険
の
保
険
証
を
回

収
し
、
そ
れ
を
添
付
し
て
５
日
以
内
に

健
康
保
険
組
合
お
よ
び
年
金
事
務
所

（
日
本
年
金
機
構
の
事
務
セ
ン
タ
ー
）

に
資
格
喪
失
届
を
提
出
し
ま
す
。

　

資
格
喪
失
日
は
、
退
職
日
の
翌
日
で

す
。
月
末
退
職
の
場
合
は
翌
月
１
日
が

資
格
喪
失
日
と
な
り
ま
す
。

⑶　

病
欠
・
産
前
産
後
・
育
児
休
業
中

の
社
員
が
退
職
し
た
と
き

①　

傷
病
手
当
金
・
出
産
手
当
金

　

退
職
日
ま
で
に
継
続
し
て
１
年
以
上

の
被
保
険
者
期
間
が
あ
り
、
退
職
日
に

お
い
て
す
で
に
傷
病
手
当
金
（
出
産
手

当
金
）
を
受
給
し
て
い
る
か
、
受
給
す

る
た
め
の
要
件
を
満
た
し
て
い
れ
ば
、

退
職
後
も
受
給
で
き
ま
す
。

　

傷
病
手
当
金
は
、
退
職
日
に
出
勤
す

る
と
継
続
給
付
を
受
け
る
条
件
を
満
た

さ
な
く
な
る
の
で
注
意
が
必
要
で
す
。

②　

育
児
休
業
給
付
金

　

育
児
休
業
給
付
金
は
支
給
単
位
期
間

の
末
日
で
在
職
し
て
い
る
こ
と
が
支
給

要
件
で
す
の
で
、
そ
の
途
中
で
退
職
し

た
場
合
は
、
直
前
の
支
給
単
位
期
間
ま

で
で
支
給
は
終
了
し
ま
す
。�

●▲

あ
ず
ま　

ふ
じ
こ　

オ
フ
ィ
ス
ア
ズ
所
長
。
税
金
や
年
金
の
申
告
・
手
続
き
、
お
金
に
関
す
る
情
報
提
供
だ
け

で
な
く
、フ
ァ
イ
ナ
ン
シ
ャ
ル
プ
ラ
ン
ナ
ー
（
Ｃ
Ｆ
Ｐ
）
の
視
点
を
活
か
し
た
ア
ド
バ
イ
ス
も
行
な
っ
て
い
る
。

図表８　最終給与から控除する社会保険料

（例１）毎月20日締め切り・翌月10日支払いの会社の３月退職者の場合
　月末日より前に退職した場合、退職月の社会保険料は発生しません。
２月分の保険料は３月10日支払給与から控除済みのため、退職後に支
払われる給与からの社会保険料の控除はありません。

退職日 ４月10日 ５月10日
３月20日以前 控除なし
３月21〜30日 控除なし
３月31日 ３月分を控除 控除なし

（例２）毎月20日締め切り・当月末日支払いの会社の３月退職者の場合
　毎月の給与から控除されるのは前月分の保険料であるため、３月末
支払いの給与から２月分の保険料を控除します。月末退職の場合は、
退職月まで保険料が生じますので、給与の締切日以後の保険料は最終
給与から控除します。

退職日 ３月31日 ４月30日
３月20日以前 ２月分を控除
３月21〜30日 控除なし
３月31日 ３月分を控除

（例３）毎月末日締め切り・当月25日支払いの会社の３月退職者の場合
　給与が前払いの会社で月末に退職した場合、退職月まで保険料が生
じますが、退職後の給与の支払いがないため、最終給与で２か月分の
保険料を控除することになります。

退職日 ３月25日
３月30日以前 ２月分を控除
３月31日 ２・３月分を控除

図表７　基本手当の給付日数【所定給付日数】

■定年・自己都合退職、懲戒解雇、契約期間満了の者

算定基礎期間
離職時等
の年齢

１年以上
10年未満

10年以上
20年未満 20年以上

全年齢 90日 120日 150日

■特定受給資格者・一部の特定理由離職者

算定基礎期間
離職時等
の年齢

１年未満 １年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上
20年未満 20年以上

29歳以下

90日

90日 120日 180日 ─

30歳以上35歳未満 120日
（90日※）

180日
210日 240日

35歳以上45歳未満 150日
（90日※） 240日 270日

45歳以上60歳未満 180日 240日 270日 330日
60歳以上65歳未満 150日 180日 210日 240日

※受給資格に係る離職日が2017年３月31日以前の場合の日数
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